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ことを目的とする。2016 年 11 月以降の大きな動きとしては、参議院議員蓮舫氏の「二重国籍」問
題の展開をあげることができる。日本国籍を選択し、台湾籍を離脱する手続を完了させたにもかか







た 2008 年の国籍法をめぐる動きについてまとめる。第 3 に戸籍法と国籍法を絡めながら国際結婚
グローバル化時代の「国益」と複数国籍の是非をめぐって
武 田　里 子







SYNODOS に掲載された奥田氏による 2 つの解説記事に基づき、蓮舫氏の「二重国籍」問題を
整理したい。ひとつは 2017 年 7 月 21 日付「蓮舫氏の『二重国籍』は問題なし。説明責任は法務省
にあり」2）、もうひとつは 2017 年 8 月 8 日付「いわゆる『二重国籍』問題―法務省の仕掛けた罠」3）
である。


























合は 22 歳までに、20 歳以降の場合は 2 年以内にいずれかの国籍を選択させる、いわゆる国籍選択







2008 年は国籍法に絡むいくつかの重要な動きがあった。第 1 に日本人父と外国人母の婚外子の








2008 年 6 月 20 日の国籍法違憲訴訟最高裁判決（最高裁判所民事判例集 62 巻 6 号 1367 頁）は、
日本人父と外国人母の間に生まれ、出生後に日本人父に認知された子について、父母の婚姻で嫡出





2008 年 10 月、南部陽一郎氏（当時・米シカゴ大学名誉教授）のノーベル物理学賞受賞が報道さ
れた直後に、米国籍を取得していたことが分かり、南部氏を日本人ノーベル賞受賞者に含めること
ができるかどうかが話題になった 6）。2006 年に発足した自民党法務部会国籍問題プロジェクトチ
ームは二重国籍の議論を加速させるため、2008 年 11 月 12 日、河野太郎公式サイトに「重国籍に
関する座長私案」を掲載した。また、河野座長はブログに、「国籍法は、国籍に関するルールを決








































保守論客のひとりである櫻井よしこ氏のブログから、『週刊新潮』（2008 年 12 月 4 日号）に掲載















































































































二重国籍の台湾籍民の扱いは清国との間で問題になった。1909 年 5 月 17 日、伊集院彦吉在清特
命大使は小村寿太郎外相宛に清国と紛争を起こさないよう、「曖昧の裡に従来の状態を持続し、彼









2009 年 7 月「出入国管理および難民認定法」が改正され、日本の外国人政策は大きな転換期を







れくらいいるのだろうか。表 1 は 2016 年に日本国内で生まれた〈ハーフ〉と 2012 年に海外で出生
した両親または両親の一方が日本国籍者の子どもの数である。2016 年に日本で生まれた〈ハーフ〉
19,118 人のうち、国籍唯一主義を取る中国人と日本人の〈ハーフ〉の子 5,298 人を除く 13,820 人を
出生による複数国籍者の数として押さえておく。2012 年に海外で出生した両親または両親の一方






（2） 日本人が配偶者の一方である国際結婚により生まれる子：年間約 10,000 人（予想根拠は国際
結婚数、年間 8,000 組）
当時に比べると、潜在的に複数国籍となる子どもの数は 2.5 倍に増えた。因みに当時 8,000 組と
された国際結婚件数も 2016 年は 2 万 1180 組と 2.6 倍になった。なお国際結婚件数は 2006 年のピ
ーク時には 4 万 4701 組であったことを記しておく。
表 2 は海外における日本人の婚姻件数と国籍の組み合わせをまとめたものである。日本人同士の





面接を受け、離脱ための手数料として 2,350 ドル（約 26 万円）支払ったという 11）。国籍離脱のた
めにこれだけの時間と費用を負担できる者ばかりとは限らないだろう。外国籍離脱を議論する際に
留意すべき点である。
表 3 は過去 5 年間の国籍取得者数・国籍離脱者数・国籍喪失者数の推移をまとめたものである。
国籍離脱者数は外国国籍を選択して日本国籍を喪失した者の数である。国籍選択履行者は 1 割程度
と言われているが、この 5 年間の国籍離脱者数は 2 倍強に増加した。国籍喪失者数は、外国国籍取
得に伴う国籍喪失届を提出、あるいは官庁又は公署が職務上国籍喪失者を確認し、職権により戸籍
から除籍した数であるが、こちらも増加しつつある。5 年間の計をみると（a）国籍取得者数 5,420





日本国内での出生したハーフ（2016 年） 海外出生児（2012 年）
父日本×母外国 母日本×父外国 両親または両親の一方が日本国籍 （a）＋（b）
9,371 9,747 19,118 －（a） 16,205-（b） 35,323
出典：厚生労働省の人口動態調査より筆者集計
表 2：2012 年外国における日本人の婚姻件数と国籍の組み合わせ
件数 割合％ 妻または夫の国籍のうち上位 5 位
夫妻とも日本 2,287 19.3
夫日本・妻外国 1,538 13.0 ①中国 481、②ブラジル 225、③タイ 149、④米国 121、⑤フィリピン 79
妻日本・夫外国 8,022 67.3 ①米国 2,151、②韓国・朝鮮 768、③中国 671、④英国 404、⑤ブラジル 154
総数 11,847
出典：厚生労働省の人口動態調査より筆者集計
表 3：過去 5 年間の国籍取得者数・国籍離脱者数・国籍喪失者数の推移
（単位：人）
2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 5 年間の計
国籍取得者数 1,137 1,030 1,131 1,089 1,033 5,420 （a）
国籍離脱者数 262 380 603 518 613 2,376 （b）
国籍喪失者数 711 767 899 921 1,058 4,356 （c）
出典：法務省ホームページ
・国籍取得者数は、国籍法第 3 条、第 17 条等の規定に基づき、日本国籍を取得した者の数。
・国籍離脱者数は、国籍法第 13 条の規定に基づき、日本国籍を離脱した者の数。
・ 国籍喪失者数は、戸籍法第 103 条又は第 105 条の規定に基づき、日本国籍を喪失した旨の届出又は報告
があった日本国籍者数。
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ばならない」（戸籍法 105 条 1 項）。この場合は職権で戸籍に国籍喪失の旨が記載され「除籍」され
る（戸籍法 15 条・23 条）。
失効した日本旅券で入国した場合は、不法入国者（入管法 70 条 1 項）または不法上陸者（同 2 号）
に分類され、退去強制手続きや収容の対象になり、退去強制されると 5 年間は入国禁止（入管法 5
条 1 項ロ）になる。元日本人であることから「日本人の配偶者等」の在留資格が与えられることが
多いが、不法上陸者への刑事罰は「3 年以下の懲役もしくは禁錮もしくは 300 万円以下の罰金に処し、




















国籍法が父母両系血統主義に変わった 1985 年に生まれた者は今年 32 歳。この世代の中から自ら
の存在の意味を問う動きが生まれつつある。ミックスルーツの若者たちは自らの法的地位や存在に
ついて学ぶ機会もなく、国籍について自己決定するにも肝心の情報が圧倒的に不足していると語り、








　“ハーフ”を大きく変える。グローバル化が加速し 40 人に 1 人はミックスの子供が生まれている現在、社
会構造の一部としてミックスの役割は大きくなることが考えられる。しかし、現段階でミックスについての公
式に情報が蓄積されているものはない。ミックス自身もミックスの両親もミックスでない人たちも漠然とした
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認めていないためである。
4 点目、2012 年から 2016 年までの 5 年間で日本国籍を取得した者 5,420 人に対して離脱者は















は約 120 ヵ国に上る（2018 年 1 月 24 日付、朝日新聞「世界発 2018」）
2）https://synodos.jp/politics/20135　アクセス：2017 年 10 月 15 日
3）https://synodos.jp/society/20262　アクセス：2017 年 10 月 15 日
4）日本と台湾の重国籍者の扱いについては、ネット上でさまざまな情報が飛び交っている。「日台重国籍の場合
でも、日本の国籍法上は（日本国籍の）『単国籍』として扱われるそうです。私自身で東京法務局に電話確認し
ています」というツイッターの書き込みを見た台湾居住の日本人女性から問い合わせを受け筆者は 2017 年 10













用されたが、国籍法と関連づけた記事は 2017 年 10 月 14 付「日刊ゲンダイ」などごく一部に限られていた。「蓮
舫氏の二重国籍は批判するのに、カズオ・イシグロさんが“私の一部は日本人”と話すのを喜ぶ。どうもすっ
武田：グローバル化時代の「国益」と複数国籍の是非をめぐって 49
きりしない…」https://snjpn.net/archives/33490（アクセス：2017 年 10 月 30 日）
7）2010 年 1 月 8 日付、朝日新聞「保守掲げ民主に対抗　自民『時代が変化』外国人参政権に 14 県議会『反対』」
8）https://ameblo.jp/lancer1/entry-10150870162.html　最終アクセス：2017 年 11 月 28 日。
9）https://yoshiko-sakurai.jp/2008/12/04/85　（アクセス：2017 年 10 月 15 日）
10）戸主の許可がなければ結婚できなかった戦前の家族制度の反省に立って、日本国憲法 24 条 1 項は「婚姻は、
両性の合意のみに基づいて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として相互の協力により、維持され
なければならない」と定めた。







13）2017 年 12 月 7 日、最高裁が上告を棄却したことにより日本国籍の喪失が確定した。2017 年 4 月 18 日の東京
高等裁判所判決（平成 28 年（行コ）第 251 号　国籍確認請求控訴事件）。国籍法 11 条 1 項の問題については別
稿で検討したい。
14）以上は 2016 年 9 月 20 日付「国際結婚を考える会ニュース第 367 号」に掲載された行政書士中井正人氏の記
事の要約である。
15）2017 年 8 月 3 日付、朝日新聞。婚姻届けの提出や旅券発給申請に必要な戸籍謄本などの添付を不要にするな
どの手続き簡素化を目的にあげているが、戸籍の公証機能の補強を意図しているのではないかと推測すること
もできる。













奥田安弘・荻上チキ、2017 年 7 月 21 日付 SYNODOS「蓮舫氏の『二重国籍』は問題なし。説明責任は法務省に
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日本弁護士連合会、2008 年「国籍選択制度に関する意見書」
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“National Interests” of the Globalization Era and Legitimacy of Multiple 
Nationality
Satoko TAKEDA
Nationality is the “qualification as a member of the state”, as well as the “significant legal status 
concerning the guarantee of fundamental human rights, issuance of public qualifications and provision 
of public benefits.” The Japanese Nationality Act has maintained “the principle of single nationality”, 
which differs greatly from reality. The government has commented that it is necessary to watch 
international trends and deepen nationwide discussions in order for multiple nationality to be accepted.
The “European Nationality Law Treaty” concluded in 1997 obliged the countries concerned to 
accept multiple nationality which arises due to birth and marriage, and Korea also accepted multiple 
nationality with the Nationality Act Amendment in 2010. “International trends” are in favor of the 
acceptance of multiple nationality. Sufficient nationwide discussions have yet to be completed.
This paper aims to discuss ways to develop campaigns by individuals of multiple nationality into 
nationwide discussion. First, legal aspects of Ms. Renho’s “dual nationality” issue will be outlined. 
Second, the enactment of the Nationality Act in 2008 will be concisely described. Third, the 
mechanism of alienization against women who have chosen transnational marriage and their children 
will be discussed in reference to the Family Registration Law and the Nationality Act. Fourth, the 
“Workshop for Children of Multiple Nationality” will be reviewed, and finally the necessity of revision 
of the Nationality Act will be discussed from the viewpoint of “national interest” of the globalization 
era.
［Key Words］
the principle of single nationality, the European Nationality Law Treaty, the Family Registration 
Law, nationality selection system, transnational marriage, “national interest” of the globalization era.
